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「副業・兼業の促進に関する 

ガイドライン」の改定 

 

 

◆副業・兼業ガイドラインの改定 

 厚生労働省は、令和２年 9 月に「副業・兼業

の促進に関するガイドライン」（以下、「副業 

ガイドライン」）を改定しました。 

 我が国の労働および社会保険諸法令では、

特に正社員が複数企業で雇用されることは 

前提とされていませんでした。 

 一方、労働力人口の減少や副業・兼業の 

ニーズが高まったことで、複数企業での雇用

に配慮した制度が求められていました。 

 厚生労働省は、平成 30 年 1 月に「モデル就

業規則」を改定し、「労働者は、勤務時間外に

おいて、他の会社等の業務に従事することが

できる。」と副業・兼業を認める内容に変更し

ていましたが、当時策定された「副業ガイドラ

イン」で不明確だった論点が、今回整理され

たことになります。 

 

◆副業・兼業における問題点 

 副業・兼業による複数企業での雇用によっ

て、以下のような問題が生じます。 

・複数事業所間での労働時間管理 

・時間外労働に対する割増賃金の負担 

・労働保険・社会保険の適用 

 使用者は、労働者の申告により、副業・兼業

先の事業内容や従事する業務、労働時間の

通算対象を確認した上で、新たに策定された

「管理モデル」を基に、労働時間の管理や割

増賃金を負担することになります。 

 労災保険は複数適用で、雇用保険は複数

適用が原則認められませんが、令和４年１月

以降、65 歳以上で合算して条件を満たす場合は適

用が認められるようになります。 

 社会保険は事業所毎に判断するため、複数の事業

所で適用される場合はいずれかの事業所の保険者

を選択して、適用されます。 

 

◆副業・兼業で労使に生じる義務 

 「副業ガイドライン」の改定で、使用者は安全配慮義

務、労働者は秘密保持義務、競業避止義務、誠実義

務を負うことが明確にされました。 

 労働者には、秘密保持や競業避止など従来と同様

の義務が課されますので、使用者はこれらの義務が

履行されない懸念がある場合には、副業・兼業を  

禁止または制限しても構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


